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1． 年間平均被保険者数

H27 H28 H29 H30 H31
伸び率
(B-A/A)

一般（人） 16,898 16,494 15,861 15,303 14,725 ▲ 3.78

退職（人） 759 457 217 74 33 ▲ 55.41

合計（一般+退職） 17,657 16,951 16,078 15,377 14,758 ▲ 4.03

（再掲）前期高齢者（人） 8,271 8,225 8,040 7,711 7,451 ▲ 3.37

前期高齢者の割合(％) 46.84 48.52 50.01 50.15 50.49 -

※平成30・31年度は、推計値となります。 (A) (B)

※前期高齢者とは、65歳以上74歳までの被保険者のことを言います。

2． 年間平均世帯数

H27 H28 H29 H30 H31
伸び率

(C-D/D)

全体 10,916 10,661 10,302 10,022 9,708 ▲ 3.13

1世帯あたり
被保険者数

1.62 1.59 1.56 1.53 1.52 ▲ 0.92

※平成30・31年度は、推計値となります。 (Ｃ) (Ｄ)

平成31年度　長岡京市国民健康保険事業特別会計予算（案）の概要
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3． 保険給付費と一人当たりの医療費
（単位千円）

H26 H27 H28 H29 H30 H31

一般・医療給付費 5,421,519 5,724,756 5,461,135 5,339,966 5,276,158 5,220,372

退職・医療給付費 310,208 234,021 131,142 71,397 21,478 11,487

合計（一般+退職） 5,731,727 5,958,777 5,592,277 5,411,363 5,297,636 5,231,859

※平成30・31年度は、推計値となります。

（単位：円）

H26 H27 H28 H29 H30 H31

一人当たりの医療費 377,816 404,222 395,022 401,584 - -
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4．平成31年度予算（見込み）

（１）　歳入 （単位：千円） （２）　歳出 （単位：千円）

31年度
予算見込(a)

30年度
当初予算(b)

増減
(a-b) 増減の主な要因

31年度
予算見込(a)

30年度
当初予算(b)

増減
(a-b) 増減の主な要因

　一般
現年

1,363,221 1,444,115 ▲ 80,894 　人件費以外 36,275 37,454 ▲ 1,179

　一般
滞納繰越

46,110 50,234 ▲ 4,124 　人件費 105,715 107,228 ▲ 1,513 人事異動に伴う減

　退職
現年

4,230 19,199 ▲ 14,969 計 141,990 144,682 ▲ 2,692

　退職
滞納繰越

1,461 1,993 ▲ 532
　一般
（絶対的給付）

5,187,769 5,140,249 47,520

計 1,415,022 1,515,541 ▲ 100,519
　退職
(絶対的給付）

11,487 59,117 ▲ 47,630

437 440 ▲ 3
　その他
（上記以外）

45,623 49,008 ▲ 3,385

1 1 0 計 5,244,879 5,248,374 ▲ 3,495

　保険給付費等
　交付金（普通）

5,199,256 5,199,366 ▲ 110 　医療分 1,425,120 1,315,392 109,728

　保険給付費等
　交付金（特別）

90,164 92,259 ▲ 2,095
特別交付金（府繰入金2号分）の交付
見込み減

　後期高齢者
　支援分

434,614 437,313 ▲ 2,699

計 5,289,420 5,291,625 ▲ 2,205 　介護分 150,526 143,094 7,432

1,115 254 861 計 2,010,260 1,895,799 114,461

一般会計
繰入金

569,414 594,785 ▲ 25,371
被保険者数の減少に伴う基盤安定制
度に係る繰入金減

10 10 0

財政調整繰入金 240,000 0 240,000
保険料の上昇抑制のための財調基金
の取崩し

95,967 92,020 3,947
・特定健診関連経費の増
・インセンティブ事業の実施による増

計 809,414 594,785 214,629 35,958 34,515 1,443

1 1 0 7,529,064 7,415,400 113,664

13,654 12,753 901

7,529,064 7,415,400 113,664

※平成31年度予算（見込み）は、3月議会の議決を経て成立するものです。

被保険者数が減少する一方、高齢
化に伴う一人当たりの医療費の上
昇により、全体としては前年と同額
程度を見込む

下記の理由に伴う府下市町村の納
付金の増
・府下全体の医療費見込みの増
・前期高齢者交付金精算返還金の
増及び概算交付の減少

総務費

保険料
被保険者数減少による保険料収入の
減

府支出金

　財産収入

合計

合計

　共同事業拠出金

　保健事業費

　その他
　（積立・諸支出・予備費）

　繰越金

　諸収入

　繰入金

区分 区分

国保事業費
納付金

　使用料及び手数料

　国庫支出金

保険給付費
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5.国民健康保険事業・保健事業の主な取り組み

■ 特定健診受診率向上のための取り組み 予算額 144 千円 ※受診勧奨分のみ

☞　H30年度は、直近3年間の特健未受診者で且つ、医科の未受診者の被保険者（40～50代）に対し、受診勧奨を実施。

☞　H31年度は、勧奨の対象者を拡大するとともに、より被保険者の特性に合わせた受診勧奨を実施します。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

45.5% 46.8% 48.1% 47.3% 47.6%

■ 特定保健指導の実施率向上の取り組み 予算額 2,520 千円 ※人件費除く

☞　本年度は、12月末時点：109人に訪問を実施（うち、55人に初回面接を実施）

☞　H31年度も引き続き、専門職による対象者の全戸訪問を実施し、保健指導の実施率向上に努めていきます。

☞　体組成計を活用し、「からだの見える化」を図るための測定会を実施します。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

積極的支援 10.3% 5.2% 8.1% 17.5% 21.1%

動機付支援 11.0% 10.7% 9.2% 21.7% 40.1%

実績

特定保健指導実施率

特定健診受診率

　　　結果、727人への2回の通知を行い、12月末時点で65人（8.94％）が受診に繋がった。

実績

市内の3病院とコスパ（スポーツジム）にて、特定保健指導の委託契約を行い引き続き利用しやすい環境を整備する。
本市の健康医療推進室と連携し、特定保健指導の対象者全てに、保健師又は管理栄養士が訪問を行い利用勧奨を実施。また、同時に市主
催の各種健康教室への参加を呼び掛けるなど、健康維持のための啓発を実施する。
H31年度は、生活習慣を見直すきっかけづくりや指導対象者の途中脱落の防止のための体組成計測定会を開催する。

従前からの取組（受診勧奨シール、市内各所への啓発用ポスターの掲示）に加え、受診率が低い40～50代被保険者の特性を分析・分類し、
それぞれの集団に合った受診勧奨通知を作成し、勧奨を行う。
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■ 糖尿病性腎症重症化予防の取り組み 予算額 1,136 千円

☞　H30年度の対象者40人（1月末時点）について、専門職による受診勧奨を実施している。

☞　地域の糖尿病専門Drを講師に招き、事例検討と糖尿病に関わる勉強会を実施することで、指導に関わる者の資質向上に努めています。

☞　地域のかかりつけ医（乙訓医師会）と市の保健師・管理栄養士が連携し、効果的な保健指導・栄養指導を実施。

■ 生活習慣病重症化予防事業の取り組み ※当該事業に係る予算は糖尿病性腎症重症化予防事業に含まれる。

☞　H29年度の対象者：5人（全員に通知文を送付）

☞　H30年度の対象者18人（1月末時点）について、受診勧奨通知の送付を行う予定。

■ 重複受診・重複服薬への取り組み ※当該事業に係る予算は医療費通知事業に含まれる。

☞　H29年度の対象者1人（注意喚起の文書を送付し、定期的な面談を実施している）

☞　H30年度の対象者については精査中であり、今年度末までに文書を送る予定。

40歳～70歳未満（HbA1c6.5以上又はFBS126㎎/dl）の未受診・未治療者を対象に受診勧奨を実施する。
対象者には、本市の保健師・管理栄養士による訪問を実施。糖尿病の説明と受診勧奨を行うとともに、医療機関受診後は、連携手帳を活用し
医師と連携した保健指導・栄養指導を実施する。

☞　H29年度の受診率27.3％（対象者11人に対し、受診に繋がった者3人）

70歳～74歳（HbA1c6.5以上又はFBS126㎎/dl）の未受診・未治療者を対象に受診勧奨を実施。
特定健診の結果とレセプト情報等の活用により、糖尿病性腎症重症化予防事業の対象外の年齢層に対し、血糖値の数値が治療水準の方を
抽出し、早期の治療に繋げるためのお知らせを送付する。

一月に4か所以上の医療機関の受診又は同一月に同じ診療科を15日以上の受診が複数月該当した者について、レセプト点検により重複服
薬と判断される者の抽出を行い、重複服薬と判断された者に対し、文書又は面談・電話にて注意喚起を実施。
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■ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及促進 予算額 1,196 千円

実績 通知件数

H28年度 1,556

H29年度 1,193 ※国の方針ではH32年9月までに80％を目指すとしている。

H30年度 1,665

※H30年度の効果額は見込みとなります。

☞　H31年度の実施に向け、より重点的に啓発を行う階層を分析し、次年度の効果的な事業の実施に努めます。

　　　

■ インセンティブ事業の取り組み 【H30年度新規】 予算額 100 千円

☞　H30年度は、健康医療推進室と連携し、血管イキイキ講座（H31.2.15開催）の参加者に対し、授産施設の販売品を100名にプレゼントします。

   　（国保は、当該事業で使用する健康ポイント管理システム経費を一部負担し、共同で事業を実施する）

■ 医療費通知の取り組み 予算額 4,031 千円

☞　これを受け、H31年度に送付する医療費通知は必要項目を改善し、医療費控除の申告手続に使用可能なものにします。

削減効果額

4,235,236円

引き続き後発医薬品の普及促進のため、年2回（8・9月）差額通知を発送し、被保険者の自己負担額の軽減・医療費の削減を図ります。また、
国の掲げる後発医薬品の使用促進目標である80％が達成できるよう普及啓発の取り組みを進めていきます。

被保険者の健康に対する意識の向上、自己の医療費や保険財政に対する認識と理解を深めていただくことを目的として、年2回（9月、3月）の
通知を行っています。

☞　H29年度の税制改正により、医療費控除の申告手続が変更となり、領収書の添付等の代わりに医療費通知等の明細書を添付する方式に
改められました。この医療費通知等の明細書は、国の指定する項目をすべて満たすことが必要で、H30年度までは本市国保の医療費通知は
対応しておらず、添付書類としては使えなかったという課題がありました。

21,965,054円

後発医薬品普及率
H30年5月診療時点

65.20%

17,907,849円

☞　H31年度は、より広く市民を対象としたインセンティブ事業とすべく、事業の実施主体を健康医療推進室が担い、スマートフォン・アプリを活
用したウォーキングイベントを実施する。

健康に無関心な層にインセンティブ（特典）を与えることで、より健康づくりに参加、継続しやすいきっかけや環境を作るための事業を行いま
す。
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国民健康保険料　賦課割合等の経過一覧

（医療給付費分）

25 50 35 15 7.10 28,300 21,000 510,000 70,899

26 50 35 15 7.10 28,300 21,000 510,000 69,559

27 50 35 15 7.60 28,900 22,000 520,000 70,997

28 50 35 15 7.60 28,900 22,000 540,000 70,960

29 50 35 15 7.60 28,900 22,000 540,000 71,231

30 50 35 15 7.30 28,600 19,900 580,000 68,474

31
(見込)

50 35 15 7.30 28,600 19,900 610,000 66,660

（介護納付金分）

25 50 35 15 2.50 10,000 5,400 120,000 25,140

26 50 35 15 2.50 10,000 5,400 140,000 24,737

27 50 35 15 2.70 11,400 6,100 160,000 28,286

28 50 35 15 2.70 11,400 6,100 160,000 28,289

29 50 35 15 2.70 11,400 6,100 160,000 28,370

30 50 35 15 2.20 10,300 5,100 160,000 24,103

31
(見込)

50 35 15 2.20 10,300 5,100 160,000 23,323

（後期高齢者支援金分）

25 50 35 15 2.40 9,400 6,800 140,000 23,140

26 50 35 15 2.40 9,400 6,800 160,000 22,936

27 50 35 15 2.30 9,200 6,600 170,000 21,904

28 50 35 15 2.30 9,200 6,600 190,000 22,051

29 50 35 15 2.30 9,200 6,600 190,000 22,149

30 50 35 15 2.30 9,200 6,600 190,000 21,902

31
(見込)

50 35 15 2.30 9,200 6,600 190,000 21,233

年
度

賦　課　割　合 料　　　　率 一人当たり
保険料調定額
〔一般分〕
（円）

所得割
（％）

均等割
（％）

平等割
（％）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

限度額
（円）

年
度

賦　課　割　合 料　　　　率
限度額
（円）

年
度

賦　課　割　合 料　　　　率
限度額
（円）

均等割
（円）

平等割
（円）

一人当たり
保険料調定額

（円）
所得割
（％）

均等割
（％）

平等割
（％）

所得割
（％）

一人当たり
保険料調定額
〔一般分〕
（円）

所得割
（％）

均等割
（％）

平等割
（％）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）
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